
第２１回喜多方市自治基本条例策定市民会議 

日 時 平成２３年１２月２１日（水） 

午後１時３０分 

場 所 喜多方市役所第１会議室 

     

 

次    第  

 

           

１ 開 会 

 

 

 

２ 委員長あいさつ   

 

 

 

３ 議 題 

  ・全体会議 

   中間報告に向けた条例項目の検討、整理〈2回目〉 

 

 

４ その他  

 

 

 

５ 閉 会 

 



喜多方市自治基本条例策定市民会議委員名簿（順不同・敬称略） 

                                    NO1 

 

 

 

№ 区  分 氏  名 備  考 

1 

議会選出 

委員 

渡部 孝雄 市議会議員 

2 長澤 勝幸 市議会議員            （事務局）  

3 田中 雅人 市議会議員 

4  渡部 一樹 市議会議員 

5 冨田 幸雄 市議会議員 

6 

公募委員 

星 敬志 喜多方市字前田          （事務局）   

7 佐藤 彌右衛門 喜多方市字寺町 

8 岩渕 法子 喜多方市字さつきが丘       （副委員長）  

9  高畑 孝一 喜多方市慶徳町松舞家 

10 高畑 幸子 喜多方市慶徳町松舞家 

11  星 宏一 喜多方市字北町 

12 山口 明彦 喜多方市塩川町字東岡 

13 須田 敬 喜多方市塩川町五合        （委員長）  

14 五十嵐 快治 喜多方市塩川町遠田        （事務局）  

15 唐橋 巖 喜多方市山都町蓬莱        （事務局長）  

16 渡部 よしの 喜多方市山都町三津合 

17 清野 正和 喜多方市高郷町川井 

18 生江 邦光  喜多方市高郷町西羽賀       （事務局次長）  

19 田代 かよ子 喜多方市高郷町上郷 

20 原 市郎 喜多方市熱塩加納町宮川   

21 原 昭子 喜多方市熱塩加納町宮川      （事務局） 



NO2 

 

 

担当職員  総合政策部長      菅野 康裕 

      企画政策課長      江花 一治 

      企画政策課長補佐    小林 繁雄 

      企画政策課政策企画室長 高畑 圭一 

      企画政策課副主任主査  須藤 秀治 

      企画政策課副主査    菅野 学 

№ 区  分 氏  名 備  考 

22 

 

市職員 

 

 

原 隆雄 総務部総務課長補佐        （事務局） 

23 五十嵐 八重子 市民部保健課長補佐兼保健センター所長 

24 小汲 康浩 産業部農林課長補佐  

25 齋藤 進 建設部下水道課長補佐 

26 大塚 哲弥 教育部学校教育課長補佐 



前 文（事務局案） 

平成２３年１０月２６日（水）作成 

 

  

私たちのまちは、会津盆地の北に位置し、雄大な山並みが連なる

飯豊連峰と雄国山麓に囲まれた、田園地帯が広がる豊かな自然に恵

まれています。それぞれの地域の伝統、文化と産業の充実発展に努

め、自然環境との共生に取り組んできました。 

このようななか、社会情勢の変化に伴い、平成１８年１月、平成

の大合併により新しい喜多方市が誕生しました。 

以来、旧市町村の特性を生かしながら、全市の一体化を目指した

様々な取組みが進められています。しかしながら、情報の共有化や

医療、福祉をはじめ、安全安心な暮らしなど、まちづくりに対する

多くの課題を抱えています。 

これらの課題を克服するため、市民、行政、議会の役割を明確に

し、地方分権社会のさらなる推進と、「自治は市民が主体者」である

ことを自覚し、市民自らの行動に責任を持ち、協働のまちづくりに

関わることが重要です。 

私たちは、活力ある心豊かな喜多方市を実現するため、最高規範

として自治基本条例を制定します。 



喜多方市自治基本条例に盛り込む事項（中間たたき台）No2 

 

４ 

 

●外部監査 

市民会議で整理した内容 

 

 

 

 

【考え方】 

外部監査の導入は、今後その内容も含め、再度検討を要する。 

 

 

（事務局案） 

 

 

 

 

 

● 財政制度の整備 

 

 

 

 

※ 予算の単年度主義の排除については、単年度主義の弊害が起きないようにする努力す

する程度の規定にする方向だが、今後、検討を要する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・予算の単年度主義 

・外部監査の導入 

事務局案としては、項目として盛り込む必要はないと考えるが、外部監査の内容等につ

いて、よく確認したうえで、市民会議に諮りたい。 

予算の単年度主義については、予算の効率的な執行について、市民会議で議論された

ところであるが、地方自治法第 208条に、会計年度独立の原則が規定されている。 

事務局では、項目としては設定しないものとしたい。 

行 政 

 



５ 

 

● 議会の役割・責務 

市民会議で整理した内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【考え方】 

議会については、地方自治法に詳細な規定もありますが、これからの議会の権限の確

認をするとともに、議会と市民との関わりについて規定するものです。 

ただし、市議会では、現在議会基本条例の策定に向けての準備に入っており、今後、

市民会議と市議会とで、内容の調整を行いながら進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議 会 

 

【議会の役割】 

・市議会は、議案の審議にとどまらず、政策の提言、立案、行政機関のチェックを行う。 

 

【議会の責務】 

・市議会は住民の意思を把握して市政に反映させることに努める。 

・市議会は、市民に対する説明責任を十分に果たすよう努める。 

・市議会は、開かれた議会にするため、議会が有する情報を公開するとともに、会議を公

開するなど、市民と情報を共有するよう努める。 

 

 

 

 

 

 

【議会の役割】 

・法令遵守 

・審議の公開 

・政策の提言・立案 行政チェック 

【議会の責務】 

・住民意思を把握して市政に反映させる 

・住民への説明、対話 

・市民の要望を日常生活の中で提言できる場の設定 

・議会独自の諮問、聴聞の実施 

・市民参加（市民が参加しやすい議会） 市民参加の機会の拡充  

（市民に開かれた議会） 

 



● 議員の責務 

市民会議で整理した内容 

 

 

 

 

 

 

 

【考え方】 

 議員の責務は、「自己研鑽」、「政策立案能力の向上」は、「自らの能力向上に努める」 

 という表現にし、「市民と密に話し合う場所と機会の拡大」は、議会の責務で、「開か

れた議会にするため、議会が有する情報を公開するとともに、会議を公開するなど、市

民と情報を共有するよう努める」に包含する。 

 

 

 

 

 

 

６ 

 

●情報公開 

市民会議で整理した内容 

 

 

 

【考え方】 

市民が市政に関する情報を知る権利を実現するために、市が請求、あるいは自ら情報を提

供する規定。また、情報を公開するにあたっては、個人情報の保護についても保障するも

の。 

 

 

 

 

 

・議員は、市民の代表者であることを自覚し、市民全体の利益をめざし、自らの能力向

上に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報公開、情報提供、情報共有 

市は、個人情報の保護に努め、保有する情報を積極的に公開する。 

・個人情報保護、情報公開の推進（市が出資している団体の事業内容） 

 

・政策立案 

・市民全体の奉仕者であり、身近な相談相手である 

・自らの資質向上をめざし、自己研鑽に努める 

・市民と議員がもっと密に話し合う場所と機会の拡大に努める 

 

 



７ 

 

● 住民参加・協働 

市民会議で整理した内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【考え方】 

 市民は、自らが主権者であり、自治の主体であることを認識して主体的にまちづくりに

参加することを規定するものです。 

「市民の提案制度」、「市民の意思を市政に反映する制度」は、行政側の「市民参加制度」

へ移行。 

 

 

 

 

 

 

● 住民投票制度 

 

 

 

 

【考え方】 

 地方自治法には、住民投票制度についての明記はありませんが、本条例により、住民投

票を制度的に保障することを規定するものです。 

 ※ 投票資格者の年齢制限、永住外国人を含めるか否かなど、内容を詰めるべき。 

   今後、検討を進めていきます。 

 

・審議会等委員の公募の年齢制限は設けない（多様な意見を聞くため。） 

・市民は市の政策に対する企画立案から行政評価に関し参画する。 

 

住民参加・協働 

・審議会等委員の公募の年齢制限は設けない 

（多様な意見を聞くため） 

・市の政策に対する、企画、立案からの市民の参加 

（市民懇談会の開催） 

・市民の提案制度 

・行政評価への参加 

・市民の意思を市政に反映する制度（住民自治、地域コミュニティ、NPO、インターネ

ット等を活用したまちづくりの積極的な参加） 

 

・重要施策は市民投票 

 



 

 

 

 

 

 

● 市民参加制度 

市民会議で整理した内容 

 

 

 

 

【考え方】 

 市政に市民が参加することを、具体的に規定する項目です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 

 

● 連携・協力 

 

 

 

 

【考え方】 

 ・行政重要の多様化や政策課題の広域化で、一地方公共団体では対応できない課題が

多くなってきている。このような状況を踏まえ、他の自治体及び国等との連携を規定す

るものです。 

 

・市政に関する重要事項について、市民の意向を直接問うために、住民投票の制度を設

置する。詳細については、別に条例で定める。 

・市は、市政に関する計画、実施、評価へ市民が主体的に参画できる体制の確保に努め

る。 

・市民の提案制度を設ける。 

 

 

連携・協力 

・計画、実施、評価への市民参加の確保 

・市民委員会の設置提案制度 

・広域との連携協力 

・国、県との連携、役割分担 



 

 

 

 

 

 

９ 

 

● 条例の見直し 

 

 

 

 

【考え方】 

 条文の内容が、社会情勢の変化に伴って、合致しなくなった場合、柔軟に見直しを行

うことを規定するものです。なお、「検証機関を設置する」については、具体的な内容

も含め今後検討する。 

 

 

 

 

 

【広域連携】 

・市は、広域的なまちづくりのために、近隣の自治体、国、県及び関係機関と相互に

連携協力を図るものとする。 

・市は、社会情勢の変化等に伴い、必要に応じて見直しを行う。 

条例の見直し 

・情勢の変化にともない必要な場合は見直しを行う 

・検証機関を設置する（不断の検証機関を置く） 


